























































































































行われ、海外では米国の OCA（Orbis Cascade Alliance）
や、 香 港 の JULAC（The Joint University Librarians 
Advisory Committee）など、いくつかの事例がある。早
慶の事例は、実現すれば日本初のコンソーシアムによる図
書館システム共同運用の事例となる。
　この共同運用について、これまで本稿が挙げてきた 3点
のメリットは、どちらかというと図書館業務を行う側から
の視点であった。しかし、真に重要なことはメリットの
（4）「共同運用による利用者サービス・資料の充実」であ
ろう。これまでの 3点、運用の安定化とコスト削減、目録
形式の標準化と目録作成のコスト削減、人的な知識・経験
の共有と交流促進を経て、これまで以上に優れたサービス
と資料を利用者に提供できること、そのことこそが、最終
的な目的であると言える。1986年の協定以来実現してき
た早慶の図書館協力が、システムや目録の面でもより利用
者の利便性を高めることになる。システムや職員はあくま
で裏方として稼働するものにすぎない。しかし、その結果
たるアウトプットが、早慶いずれの学生、教職員にとって
も、充実した学術情報へのアクセスを保障することとなる
だろう。
